
様式1

政策ごとの決算との対応について（総括表）　

(所管）環境省 （単位：千円）
備考

1 地球温暖化対策の推進 182,550,417 49,739 - - - 182,600,156 175,335,286 7,152,467 112,402 204,948,798 93,913,959 - - - - 298,862,757 152,360,404 104,404,925 42,097,426 

2 地球環境の保全 2,665,138 55,958 - - - 2,721,096 2,328,608 102,463 290,024 - - - - - - - - - - 

3 大気・水・土壌環境等の保全 13,518,709 3,580,308 - - - 17,099,017 8,966,419 7,621,746 510,852 481,440 - - - - - 481,440 467,850 - 13,589 

4 廃棄物・リサイクル対策の推進 116,165,687 102,494,361 - - 50,000 218,710,048 116,647,263 93,957,589 8,105,195 52,256,095 30,892,817 - - - - 83,148,912 50,785,888 25,002,003 7,361,020 

5 生物多様性の保全と自然との共生の推進 29,030,189 24,704,317 - - - 53,734,506 32,726,669 15,056,603 5,951,233 413,884 155,945 - - - - 569,829 553,094 - 16,734 

6 化学物質対策の推進 2,223,183 - - - - 2,223,183 1,900,108 - 323,074 - - - - - - - - - - 

7 環境保健対策の推進 21,332,819 777,435 - - - 22,110,254 20,935,602 263,000 911,651 - - - - - - - - - - 

8 環境・経済・社会の統合的向上 896,197 - - - - 896,197 855,405 - 40,791 - - - - - - - - - - 

9 環境政策の基盤整備 37,445,557 5,664,697 - - - 43,110,255 39,915,528 2,200,954 993,773 - - - - - - - - - - 

10 放射性物質による環境の汚染への対処 - - - - - - - - - 245,852,221 18,841,267 - - - - 264,693,488 213,994,468 27,697,619 23,001,400 

405,827,896 137,326,817 - - 50,000 543,204,713 399,610,891 126,354,823 17,238,998 503,952,438 143,803,989 - - - - 647,756,427 418,161,706 157,104,548 72,490,172 

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．一般会計については、組織 環境本省及び地方環境事務所並びにエネルギー対策特別会計及び東日本大震災復興特別会計については、環境省所管分（原子力規制庁を除く）のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

政策体系
一般会計 特別会計

歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額翌年度繰越額 差引額 歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額予算総則の規定による経費増額

合　　　　　　　計



様式2
政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）環境省 （単位：千円）

１ 182,550,417 49,739 - - - 182,600,156 175,335,286 7,152,467 112,402 

環境本省
地球温暖化対策の推進に必要な経
費

7,635,477 49,739 - - - 7,685,216 514,763             7,152,467 17,984 

気候変動の影響への適応策に関す
る調査研究に必要な経費

868,940 - - - - 868,940 774,522                        - 94,417 

石油石炭税財源エネルギー需
給構造高度化対策費エネル
ギー対策特別会計へ繰入

石油石炭税財源のエネルギー需給
構造高度化対策に係るエネルギー
対策特別会計エネルギー需給勘定
へ繰入れに必要な経費

         170,800,000 - - - - 170,800,000          170,800,000                        - - 

エネルギー需給構造高度化対
策費エネルギー対策特別会計
へ繰入

エネルギー需給構造高度化対策に
係るエネルギー対策特別会計エネル
ギー需給勘定へ繰入れに必要な経
費

            3,246,000 - - - - 3,246,000             3,246,000                        - - 

２ 2,665,138 55,958 - - - 2,721,096 2,328,608 102,463 290,024 

環境本省 地球環境保全等試験研究費
地球環境保全等試験研究に必要な
経費

118,148 - - - - 118,148               110,148                        - 7,999 

地球環境保全費 地球環境の保全に必要な経費 2,546,990 55,958 - - - 2,602,948 2,218,459               102,463 282,024 

３ 13,518,709 3,580,308 - - - 17,099,017 8,966,419 7,621,746 510,852 

環境本省 大気・水・土壌環境等保全費
大気・水・土壌環境等の保全に必要
な経費

13,338,619             3,580,308 - - - 16,918,927 8,794,140             7,621,746 503,040 

放射能調査研究費 放射能調査研究に必要な経費 179,147 - - - - 179,147 172,050                        - 7,096 
原子力規制委員会から移替

　　　　  　179,147千円

地方環境事務所 地方環境対策費
大気・水・土壌環境等の保全に必要
な経費

943 - - - - 943 228                        - 714 

４ 116,165,687 102,494,361 - - 50,000 218,710,048 116,647,263 93,957,589 8,105,195 

環境本省
廃棄物・リサイクル対策推進
費

廃棄物・リサイクル対策の推進に必
要な経費

23,872,268 21,580,781 - - - 45,453,049 28,345,122           12,308,039 4,799,887 

科学技術イノベーション創造
推進費

科学技術イノベーション創造推進に
必要な経費

-                        - - - 50,000 50,000 49,940                        - 60 
内閣府所管から移替

　  　     50,000千円

廃棄物処理施設整備費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 84,620,374           78,129,778 - - - 162,750,152 84,049,470           75,773,031 2,927,651 

北海道開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 4,442,000             2,065,007 - - - 6,507,007 2,055,336             4,389,820 61,851 
国土交通省所管から移替

　　  　　　4,442,000千円

廃棄物処理施設整備に必要な経費 851,000 464,368 - - - 1,315,368 481,079               723,085 111,204 
国土交通省所管から移替

　　　 　 851,000千円

奄美群島廃棄物処理施設整備に必
要な経費

219,000 29,540 - - - 248,540 129,509               114,008 5,023 
国土交通省所管から移替

　　　　　   219,000千円

沖縄開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,340,000 224,887 - - - 1,564,887 829,212               649,606 86,069 
内閣府所管から移替

　  　       1,340,000千円

地方創生基盤整備事業推進
費

地方創生の推進のための基盤整備
事業に必要な経費

812,191                        - - - - 812,191 702,829                        - 109,362 
内閣府所管から移替

　      　   812,191千円

地方環境事務所 地方環境対策費
廃棄物・リサイクル対策の推進に必
要な経費

8,854 - - - - 8,854 4,766                        - 4,087 

５ 29,030,189 24,704,317 - - - 53,734,506 32,726,669 15,056,603 5,951,233 

環境本省 生物多様性保全等推進費
生物多様性の保全等の推進に必要
な経費

9,507,609 6,673,819 - - - 16,181,428 10,165,794             4,325,064 1,690,569 

環境保全施設整備費 環境保全施設整備に必要な経費 1,221,165 2,246,528 - - - 3,467,693             2,010,473               998,340 458,879 

国際観光旅客税財源観光振
興費

国際観光旅客税財源国立公園等資
源の整備に必要な経費

4,242,310 4,294,093 - - - 8,536,403 5,335,030             2,326,603 874,769 
国土交通省所管から移替

　　　　  4,242,310千円

沖縄振興交付金事業推進費
沖縄振興交付金事業の推進に必要
な経費

78,393 9,283 - - - 87,676 30,406                 57,163 107 
内閣府所管から移替
　　　　     78,393千円

自然公園等事業費 自然公園等事業に必要な経費 11,840,937           11,480,592 - - - 23,321,529           13,164,458             7,349,432 2,807,637 

地方環境事務所 地方環境対策費
生物多様性の保全等の推進に必要
な経費

2,139,775 - - - - 2,139,775 2,020,505                        - 119,269 

６ 2,223,183 - - - - 2,223,183 1,900,108 - 323,074 

環境本省 化学物質対策推進費 化学物質対策の推進に必要な経費 2,223,183 - - - - 2,223,183 1,900,108                        - 323,074 

７ 21,332,819 777,435 - - - 22,110,254 20,935,602 263,000 911,651 

環境本省 環境保健対策推進費 環境保健対策の推進に必要な経費 14,294,819 777,435 - - - 15,072,254 13,901,822               263,000 907,431 

自動車重量税財源公害健康
被害補償費

自動車重量税財源公害健康被害補
償に必要な経費

7,038,000 - - - - 7,038,000 7,033,780                        - 4,220 

８ 896,197 - - - - 896,197 855,405 - 40,791 

環境本省
環境・経済・社会の統合的向
上費

環境・経済・社会の統合的向上に必
要な経費

748,834 - - - - 748,834 708,803                        - 40,030 

地方環境事務所 地方環境対策費
環境・経済・社会の統合的向上に必
要な経費

147,363 - - - - 147,363 146,601                        - 761 

廃棄物・リサイクル対策の推進

離島振興事業費

生物多様性の保全と自然との共
生の推進

化学物質対策の推進

環境保健対策の推進

環境・経済・社会の統合的向上

差引額 備考

地球温暖化対策の推進

地球温暖化対策推進費

地球環境の保全

大気・水・土壌環境等の保全

予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額政策体系 組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額



様式2
政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）環境省 （単位：千円）

差引額 備考予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額政策体系 組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額

９ 37,445,557 5,664,697 - - - 43,110,255 39,915,528 2,200,954 993,773 

環境本省 環境政策基盤整備等に必要な経費 2,805,983 9,900 - - - 2,815,883 2,399,570                        - 416,312 

環境問題に対する調査・研究・技術
開発に必要な経費

3,542,436 4,765,577 - - - 8,308,013 7,630,984               275,000 402,029 

環境調査研修所
環境保全に関する調査、研修等に必
要な経費

1,039,718 - - - - 1,039,718 565,641               344,518 129,558 

情報通信技術調達等適正・効
率化推進費

情報通信技術調達等適正・効率化
の推進に必要な経費

3,954,508 - - - - 3,954,508 3,949,406                        - 5,101 
内閣所管、デジタル庁所管から移替

　　　　    3,954,508千円

独立行政法人環境再生保全機構運
営費交付金に必要な経費

1,385,043 - - - - 1,385,043 1,385,043                        - - 

独立行政法人環境再生保全機構環
境保全研究・技術開発運営費交付
金に必要な経費

5,296,720 - - - - 5,296,720 5,296,720                        - - 

国立研究開発法人国立環境
研究所運営費

国立研究開発法人国立環境研究所
運営費交付金に必要な経費

18,131,899 - - - - 18,131,899 18,131,899                        - - 

国立研究開発法人国立環境
研究所施設整備費

国立研究開発法人国立環境研究所
施設整備に必要な経費

1,253,154 889,220 - - - 2,142,374 533,460             1,581,436 27,477 

地方環境事務所 地方環境対策費 環境政策基盤整備等に必要な経費 36,096 - - - - 36,096 22,801                        - 13,294 

405,827,896 137,326,817 - - 50,000 543,204,713 399,610,891 126,354,823 17,238,998 

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．組織　環境本省及び地方環境事務所のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

環境政策の基盤整備

環境政策基盤整備費

独立行政法人環境再生保全
機構運営費

合　　　　　　　計



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

（所管）内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省　（会計）エネルギー対策特別会計 （単位：千円）

１．地球温暖化対策の推進 204,948,798 93,913,959 - - - - 298,862,757 152,360,404 104,404,925 42,097,426

エネルギー需給構造高度化対策費 温暖化対策に必要な経費 204,785,213 93,913,959 - - - - 298,699,172 152,253,209 104,404,925 42,041,036

事務取扱費 温暖化対策に必要な経費 163,585 - - - - - 163,585 107,195 - 56,389

365,901 - - - - - 365,901 236,494 - 129,406

電源開発促進勘定 原子力安全規制対策費
原子力の安全規制対策に必
要な経費

365,901 - - - - - 365,901 236,494 - 129,406

205,314,699 93,913,959 - - - - 299,228,658 152,596,899 104,404,925 42,226,833

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．エネルギー対策特別会計については、環境省所管分（原子力規制委員会を除く）のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

歳出予算現額 支出済歳出額政策体系 勘定・組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額

合　　　　　　　計

翌年度繰越額 差引額 備考

エネルギー需給勘定

１０．放射性物質による環境の汚
染への対処

予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

流用等増△減額
予算決定後移替増

△減額



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】
（所管）環境省　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

大気・水・土壌環境等の保全 481,440 - - - - - 481,440 467,850 - 13,589

環境本省 環境保全復興政策費 大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費 481,440 - - - - - 481,440 467,850 - 13,589
復興庁所管から移替

481,440千円

廃棄物・リサイクル対策の推進 52,256,095 30,892,817 - - - - 83,148,912 50,785,888 25,002,003 7,361,020

環境本省 東日本大震災復興事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 660,000 17,385,699 - - - - 18,045,699 12,637,939 3,877,954 1,529,806
復興庁所管から移替

660,000千円

環境保全復興政策費 廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 109,901 652,304 - - - - 762,205 555,034 73,862 133,309
復興庁所管から移替

109,901千円

地方環境事務所 環境保全復興政策費 廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 51,486,194 12,854,813 - - - - 64,341,007 37,592,915 21,050,187 5,697,905
復興庁所管から移替

51,486,194千円
生物多様性の保全と自然との共生の
推進

413,884 155,945 - - - - 569,829 553,094 - 16,734

環境本省 東日本大震災復興事業費 自然公園等事業に必要な経費 - 155,945 - - - - 155,945 150,979 - 4,965 -

環境保全復興政策費 生物多様性の保全等の推進に必要な経費 413,884 - - - - - 413,884 402,114 - 11,769
復興庁所管から移替

413,884千円
放射性物質による環境の汚染への
対処

245,486,320 18,841,267 - - - - 264,327,587 213,757,974 27,697,619 22,871,994

環境本省 環境保全復興事業費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

13,806,090 - - - - - 13,806,090 10,079,556 - 3,726,533
復興庁所管から移替

13,806,090千円

環境保全復興政策費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

50,122,352 3,227,542 - - - - 53,349,894 45,383,712 1,503,540 6,462,640
復興庁所管から移替

50,122,352千円

地方環境事務所 環境保全復興事業費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

162,061,219 3,081,544 - - - - 165,142,763 134,675,669 22,696,585 7,770,508
復興庁所管から移替

162,061,219千円

環境保全復興政策費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

19,496,659 12,532,181 - - - - 32,028,840 23,619,035 3,497,494 4,912,311
復興庁所管から移替

19,496,659千円

298,637,739 49,890,030 - - - - 348,527,769 265,564,807 52,699,623 30,263,338

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．東日本大震災復興特別会計については、環境省所管分（原子力規制委員会除く）のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

差引額歳出予算現額 支出済歳出額
予算決定後移替増

△減額
備考

３

歳出予算額政策体系 流用等増△減額 翌年度繰越額

合　　　　　　　計

事項項
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前年度繰越額勘定・組織

５

４

予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額


